
○江田島市定住促進家賃補助金交付要綱  

令和２年７月７日  

制定  

（趣旨）  

第１条  本市への定住の促進及び地域の活性化を図るため、市内の

民間賃貸住宅に市外から移り住む若年・子育て世帯に対し、予算

の範囲内で江田島市定住促進家賃補助金（以下「補助金」という。）

を交付するものとし、その交付に関しては、江田島市補助金等交

付規則（平成１６年江田島市規則第５０号。以下「規則」という。）

に定めるもののほか、この要綱で必要な事項を定めるものとする。 

（定義）  

第２条  この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、それ

ぞれ当該各号に定めるところによる。  

(１ ) 定住  永住を前提に本市を住所地として住民基本台帳に記

録され、かつ、当該住所地を生活の本拠とすることをいう。ただ

し、単身赴任のほか、事業所又は自己の都合で一時的に本市に居

住していることが明らかな場合を除く。  

(２ )  民 間 賃 貸 住 宅  建 物 所有 者 等 と の 間 で賃 貸 借 契 約 を 締結 し 、

賃借人が自己の居住の用に供する住宅をいう。ただし、次に掲げ

る住宅を除く。  

ア  市営住宅その他の公的な賃貸住宅  

イ  社宅、官舎、寮等の雇用者から貸与されている住宅  

ウ  ３親等内の親族が所有している住宅  

(３ ) 家賃  賃貸借契約に定められた賃借料（管理費、共益費、

駐車場使用料等を除く。）の月額をいう。  

(４ ) 入居者  民間賃貸住宅に居住する全ての者をいう。  

(５ ) 移住活動  市内への移住の実現に向け、江田島市土木建築

部都市整備課又は一般社団法人フウドを来訪し、相談を行うこと。 

（補助対象者）  



第３条  補助金の交付対象とする者（以下「補助対象者」という。）

は、次の各号の要件を全て満たす者とする。  

(１ ) 令和２年４月１日以降に定住の意思をもって市外から転入

し、転入日の前日から起算して２年以内に市内に住所を有してい

なかった者  

(２ ) 市内の民間賃貸住宅の賃貸借契約の名義人となり、現に居

住し、その家賃を支払っている者  

(３ ) 第７条第２項に規定する交付申請日（以下「交付申請日」

という。）において、夫婦（事実上婚姻関係と同様の事情にある

場合を含む。）のいずれかが４０歳未満である世帯又は１５歳に

達する日以後の最初の３月３１日までにある子どもがいる世帯

に属する者  

(４ ) 入居者のいずれかが交付申請日以前に移住活動を行ったこ

とがある者  

（適用除外）  

第４条  前条の規定にかかわらず、入居者のいずれかが次の各号の

いずれかに該当する 場合は、この要綱による補助の対象としない。 

(１ ) 国家公務員法（昭和２２年法律第１２０号）第２条に規定

する国家公務員又は地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）

第３条第１項及び第２項に規定する一般職の地方公務員である

場合  

(２ ) 市税等を滞納している場合  

(３ ) 生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）による保護を受

けている場合  

(４ ) 家賃を滞納している場合  

(５ ) 江田島市暴力団排除条例（平成２３年江田島市条例第１号）

第２条第３号に規定する暴力団員等と密接な関係にある場合  

(６ ) 市が交付する補助金のうち、この要綱に規定する補助金に

相当する補助を受けたことがある場合  



（補助対象経費）  

第５条  補助金の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）

は、月ごとに算定し、家賃の額（事業主が従業員に支給する住宅

手当がある場合は、これを控除した後の額）とする。この場合に

おいて、住宅手当には、事業主が民間賃貸住宅の所有者等に直接

支払う額を含む。  

２  補助金の交付は、同一の補助対象者につき１回限りとする。  

（補助金の額等）  

第６条  補助金の額は、補助対象経費に２分の１を乗じて得た額又

は１０，０００円のいずれか低い額と する。  

２  補助金の額に１，０００円未満の端数がある場合は、その額を

切り捨てるものとする。  

３  補助対象期間は、補助金支給の対象開始月（交付申請日の属す

る月の翌月をいう。）から通算して１２月を限度とする。  

（交付申請）  

第７条  補助金の交付を受けようとする者（以下「交付申請者」と

いう。）は、江田島市定住促進家賃補助金交付申請書（様式第１

号）に、次に掲げる必要書類を添えて、市長に提出しなければな

らない。ただし、第１号にあっては、住宅手当の支給を受けてい

る者に限る。  

(１ ) 住宅手当支給証明書（様式第２号）  

(２ ) 誓約書兼同意書  

(３ ) 民間賃貸住宅の賃貸借契約書の写し  

(４ ) 入居者全員の住民票の写し及び戸籍の附票の写し（過去２

年間の住所履歴が分かるもの）  

(５ ) 入居者全員の市税等の滞納がないことを証明する書類  

(６ ) 交付申請日の属する月又はその前月の家賃の支払を証明す

る書類  

(７ ) その他市長が必要と認める書類  



２  前項の規定による交付申請は、初年度においては交付申請に係

る賃貸借契約の締結の日又は本市に転入した日のいずれか遅い日

から起算して９０日以内に行うものとする。  

３  交付申請は、年度ごとに行うものとし、交付申請初年度の翌年

度においては、当該年度の４月中に行うものとする。  

（交付決定等）  

第８条  市長は、前条第１項の交付申請書の提出があった場合は、

当該申請に係る書類を審査し、江田島市定住促進家賃補助金交付

決定（却下）通知書（様式第３号）により交付申請者に通知する

ものとする。  

（交付請求）  

第９条  前条の交付決定通知書を受けた者（以下「交付決定者」と

いう。）は、当該通知後、江田島市定住促進家賃補助金交付請求

書（様式第４号）に家賃の支払が確認できる書類を添えて、補助

金の交付を市長に請求しなければならない 。  

２  補助金の交付請求は、年度中に２回とし、その時期は、４月分

から９月分までを９月１日から９月３０日までの間に、１０月分

から３月分までを３月１日から３月３１日までの間に行うものと

する。  

（交付）  

第１０条  市長は、前条第１項の交付請求書が提出されたときは、

速やかに補助金を交付決定者に交付するものとする。  

（交付申請内容の変更）  

第１１条  交付決定者は、第７条第１項の規定により提出した書類

の内容に変更が生じたときは、速やかに江田島市定住促進家賃補

助金変更交付申請書（様式第５号）に変更内容を証明する書類を

添えて、市長に提出しなければならない。  

２  市長は、前項の規定による変更交付申請があったときは、その

内容を審査し、江田島市定住促進家賃補助金変更交付決定（却下）



通知書（様式第６号）により交付決定者に通知するものとする。  

（交付決定の取消し及び補助金の返還）  

第１２条  市長は、交付決定者が次の各号のいずれかに該当する場

合は、補助金の交付決定を取り消し、既に交付した補助金の全部

又は一部を返還させることができる。  

(１ ) 偽りその他不正な手段により補助金の交付を受けた場合  

(２ ) 第４条各号のいずれかに該当するに至った場合  

(３ ) 江田島市定住促進家賃補助金交付申請書に記載した住宅を

居住以外の目的に使用し、若しくは転貸し、又は使用権を譲渡し

た場合  

(４ ) 前３号に掲げるもののほか、この要綱の規定に違反した場

合  

（その他）  

第１３条  この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別

に定める。  

附  則  

（施行期日）  

１  この要綱は、令和２年７月７日（以下「施行日」という。）か

ら施行し、令和２年度予算に係る補助金から適用する。  

（令和２年度の特例）  

２  令和２年１０月３１日までになされた、令和２年４月１日から

施行日までに市外から転入した世帯に係る申請については、第７

条第２項の規定にかかわらず、期限内に行われたものとみなす。  

３  第９条第２項の規定にかかわらず、令和２度に限り、４月分か

ら３月分までの補助金の交付請求は、３月１日から３月３１日ま

での間に行うものとする。  

附  則（令和３年１１月２日）  

（施行期日）  

１  この要綱は、令和４年１月１日から施行する。  



（経過措置）  

２  この要綱の施行の際現にあるこの要綱による改正前の様式（次

項において「旧様式」という。）により使用されている書類は、

この要綱による改正後の規定によるもの とみなす。  

３  この要綱の施行の際現にある旧様式による用紙については、当

分の間、所要の事項を補正して使用することができる。  

附  則（令和６年３月２９日）  

この要綱は、令和６年４月１日から施行する。  

附  則（令和７年３月１８日）  

この要綱は、令和７年４月１日から施行する。  

附  則（令和８年４月１０日）  

（施行期日）  

１  この要綱は、令和８年４月１０日から施行する。  

（経過措置）  

２  この要綱の施行の際現にあるこの要綱による改正前の様式（次

項において「旧様式」という。）により使用されている書類は、

この要綱による改正後の規定によるものとみなす。  

３  この要綱の施行の際現にある旧様式については、当分の間、所

要の事項を補正して使用することができる。  



 



 



 



 



 



 



 



様式第１号（第７条関係）  

様式第２号（第７条関係）  

様式第３号（第８条関係）  

様式第４号（第９条関係）  

様式第５号（第１１条関係）  

様式第６号（第１１条関係）  

 


